
0570-082100
全国47都道府県に設置されたお近くのINPIT知財総合支援窓口におつなぎいたします

あなたの会社にも他者に負けない「何か」があるはず。その「何か」を意識してみませんか？

経済産業省・特許庁所管のINPIT（独立行政法人工業所有権情報・研修館）は、
企業における知的財産活用を支援する公的機関です。

知財総合支援窓口

まずはお電話ください!

訪問支援可 相談無料 秘密厳守

2026年4月現在

INPIT知財総合支援窓口
「全国共通ナビダイヤル 0570-082100」に
お電話いただくと、自動的にお近くの窓口におつなぎいたします。

平日9：00～17：00
※各窓口により異なる場合があります。
ご案内時間帯

都道府県 常設窓口設置場所 TEL 実施機関（コンソーシアム先）

各窓口ともに土曜、日曜、祝日及び年末年始は休業日になります。（営業日の詳細については各窓口にお問い合わせください。）
本冊子は、グリーン購入法に基づく判断基準を満たす紙を使用しており、「Aランク」のみを用いて作成しているため、「紙へリサイクル可」

INPIT（独立行政法人工業所有権情報・研修館）とJPAA（日本弁理士会 ）は、
相互協力して知財経営支援を行っています。

INPIT（独立行政法人工業所有権情報・研修館）  〒105-6008 東京都港区虎ノ門4-3-1 城山トラストタワー8階

札幌市北区北7西4-1-2 KDX札幌ビル5階 北海道知的財産情報センター
青森市長島1-1-1 青森県庁北棟1階 青森県知的財産支援センター内
盛岡市北飯岡2-4-25 岩手県工業技術センター2階
仙台市泉区明通2-2 宮城県産業技術総合センター2階
秋田市山王3-1-1 秋田県庁第二庁舎2階 公益財団法人あきた企業活性化センター内
山形市松栄2-2-1 山形県高度技術研究開発センター1階
郡山市待池台1-12 福島県ハイテクプラザ2階 技術開発室5号室
ひたちなか市新光町38 ひたちなかテクノセンター1階
宇都宮市ゆいの杜1-5-40 とちぎ産業創造プラザ内
前橋市亀里町884-1 群馬産業技術センター1階
太田市吉沢町1058-5 東毛産業技術センター1階
さいたま市中央区上落合2-3-2 新都心ビジネス交流プラザ3階
千葉市稲毛区天台6-13-1 千葉県産業支援技術研究所天台庁舎内1階

港区虎ノ門2-9-1 虎ノ門ヒルズ江戸見坂テラス7階

横浜市中区尾上町5-80 神奈川中小企業センタービル3階
新潟市中央区鐙西1-11-1 新潟県工業技術総合研究所2階
長岡市新産4-1-10 長岡リサーチコア・インキュベーションセンター205号室
甲府市大津町2192-8 アイメッセ山梨3階
長野市若里1-18-1 長野県工業技術総合センター3階
岡谷市長地片間町1-3-1 長野県工業技術総合センター1階
静岡市葵区追手町44-1 静岡県産業経済会館1階
沼津市大手町1-1-3 沼津産業ビル3階
浜松市中央区東伊場2-7-1 浜松商工会議所会館8階 浜松地域イノベーション推進機構内
富山市高田527 富山県総合情報センター情報ビル4階 432号室 

金沢市鞍月2-20 石川県地場産業振興センター新館１階

各務原市テクノプラザ1-1 テクノプラザものづくり支援センター5階

名古屋市中村区名駅4-4-38 愛知県産業労働センター（ウインクあいち）14階
津市栄町1-891 三重県合同ビル5階
四日市市東阿倉川788 三重県産業支援センター北勢支所内
福井市川合鷲塚町61字北稲田10 福井県工業技術センター1階
栗東市上砥山232 滋賀県南部産業技術共創センター別館内1階
京都市下京区中堂寺南町134 京都リサーチパーク内 京都府産業支援センター2階
大阪市西区靱本町1-8-4 大阪科学技術センタービル4階
東大阪市荒本北1-4-1 クリエイション・コア東大阪 南館2階
神戸市中央区港島中町6-1 神戸商工会議所会館4階
神戸市須磨区行平町3-1-12 兵庫県立工業技術センター内 技術交流館1階
奈良市柏木町129-1 奈良県工業振興センター内2階
和歌山市本町2-1 フォルテワジマ6階
鳥取市若葉台南7-5-1 公益財団法人鳥取県産業振興機構 本部内
米子市日下1247 公益財団法人鳥取県産業振興機構西部センター内

松江市北陵町1 テクノアークしまね1階

岡山市北区芳賀5301 テクノサポート岡山3階

広島市中区千田町3-13-11 広島発明会館

山口市小郡令和1-1-1 山口市産業交流拠点施設4階

徳島市雑賀町西開11－2 徳島県立工業技術センター2階
高松市林町2217-15 香川産業頭脳化センタービル1階
松山市久米窪田町337-1 テクノプラザ愛媛2階
高知市布師田3992-3 高知県工業技術センター4階
福岡市中央区天神4-4-11 天神ショッパーズ福岡8階

福岡市博多区吉塚本町9-15 福岡県中小企業振興センタービル6階

北九州市戸畑区中原新町2-1 北九州テクノセンター1階
佐賀市城内2-9-28 オフィスサガ21 2階
大村市池田2-1303-8 長崎県工業技術センター内
熊本市中央区水道町7-16 富士水道町ビル2階
大分市高江西1-4361-10 大分県産業科学技術センター内
宮崎市佐土原町東上那珂16500-2 宮崎県工業技術センター2階
鹿児島市東千石町4-30 まつのえビル2階
浦添市伊祖2-2-2 明幸ビル3階
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098-987-6074

一般社団法人北海道発明協会
一般社団法人青森県発明協会
一般社団法人岩手県発明協会
一般社団法人宮城県発明協会
公益財団法人あきた企業活性化センター
一般社団法人山形県発明協会
一般社団法人福島県発明協会
株式会社ひたちなかテクノセンター
公益財団法人栃木県産業振興センター

一般社団法人群馬県発明協会

公益財団法人埼玉県産業振興公社
一般社団法人千葉県発明協会

一般社団法人発明推進協会

一般社団法人神奈川県発明協会

一般社団法人新潟県発明協会

公益財団法人やまなし産業支援機構

一般社団法人長野県発明協会

一般社団法人静岡県発明協会

株式会社タスクールPlus
一般社団法人石川県発明協会
（公益財団法人石川県産業創出支援機構）

一般社団法人岐阜県発明協会

公益財団法人あいち産業振興機構
公益財団法人三重県産業支援センター
（一般社団法人三重県発明協会）
一般社団法人福井県発明協会
一般社団法人滋賀県発明協会
一般社団法人京都発明協会

一般社団法人大阪発明協会

公益財団法人新産業創造研究機構
（一般社団法人兵庫県発明協会）
一般社団法人奈良県発明協会
一般社団法人和歌山県発明協会

一般社団法人鳥取県発明協会

一般社団法人島根県発明協会
（公益財団法人しまね産業振興財団）
公益財団法人岡山県産業振興財団
（一般社団法人岡山県発明協会）
一般社団法人広島県発明協会
（公益財団法人ひろしま産業振興機構）
公益財団法人やまぐち産業振興財団
（一般社団法人山口県発明協会）
一般社団法人徳島県発明協会
公益財団法人かがわ産業支援財団
一般社団法人愛媛県発明協会
一般社団法人高知県発明協会

株式会社東京リーガルマインド
（公益財団法人福岡県中小企業振興センター）
（公益財団法人北九州産業学術推進機構）
（株式会社久留米ビジネスプラザ）

株式会社タスクールPlus
一般社団法人長崎県発明協会
株式会社フィールドワークス
一般社団法人大分県発明協会
一般社団法人宮崎県発明協会
株式会社タスクールPlus
株式会社東京リーガルマインド
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%
INPIT知財総合支援窓口とは…
中小企業等が抱える様々な経営課題について、自社のアイデア、
技術、ブランド、デザインなどの「知的財産」の側面から解決を図る
支援窓口です。INP I T知財総合支援窓口は、各都道府県に
設置しています。

INPITは、INPIT知財総合支援窓口の他に
上記の5つの窓口による網羅的な支援を提供しています。

知財総合支援窓口の総合的な
満足度調査結果

知財総合支援窓口の総合的な
満足度調査結果 全国47

都道府県
に設置

ご利用者様アンケート調査結果より
（2025年4月～2026年2月）

「 INPIT知財総合支援窓口」公式サイトはコチラから▶▶▶
利用者様の声や支援事例を多数ご紹介！！ 知財ポータル99.599.5

○海外展開知財支援窓口（東京）

○営業秘密支援窓口（東京）

○関西知財戦略支援専門窓口（大阪）

○スタートアップ知財支援窓口（東京）

○アカデミア知財支援窓口（東京）

経験豊富な企業ＯＢ等の支援担当者が、まずはお話を通じて
「経営」と「知的財産」の課題を把握します。

事業・知財戦略の策定助言や、それらの戦略に合った
知財活動の方向性を無料でご提案します。

専門的な相談内容については、企業の課題に応じて
専門家が支援担当者と協働してアドバイスをします。

訪問による
支援も実施します！

様々な業種の方に
ご利用いただいています！

Web相談

OK
電話相談

OK 相談者

INPIT

INPITの専門窓口
○日本弁理士会 ○商工会・商工会議所
○よろず支援拠点 ○中小機構
○金融機関 ○大学・研究機関
○下請かけこみ寺 ○JETRO ○日本規格協会
○地方農政局 ○JATAFF ○地方自治体 ○公設試 
○中小企業支援センター ○日本技術士会

多種多様な

ネイルサロンを創業した後、ネイルの商材販売
や技術セミナーを行う相談者様。成分にこだ
わったネイルジェルの開発、販売を機に、窓口を
利用されました。ジェルの商標出願に加え、ジェル
の製造委託契約の内容適正化や、工業研究所
と連携した品質検査の規定、ブランド専門家と
のビジネスモデル検討など、権利化やブラン
ディングに関する多面的な支援を受け、売上を
拡大されました。

牛タンの仕入れ、製造加工、販売、飲食店運営を
行う相談者様。商品販売や飲食店の海外展開を
すべく窓口を利用されました。海外展開時の注意
点等についてINPITの専門窓口から助言を受け、
出店計画を作成。その後、補助金を活用しつつ
アジア5か国に商標出願をするための支援を受け
られました。商標取得により海外展開も計画どおり
進展。また、登録商標の活用で他社と差別化を
図り顧客満足度と信頼度が向上し、営業力強化
とブランディング戦略が加速しました。

食器を自動研磨するロボット開発に挑戦する
相談者様。「ロボット開発では知財戦略が重要」
との意識から窓口を利用されました。専門家と
ともに、出願済み特許内容の再確認、共同出願
契約の内容見直し、他者権利の侵害回避策、
海外進出の留意点と出願戦略等の多面的な
支援を行い、知財面を考慮したビジネスモデル
を構築し、具体的なアクションプランの策定等
につながりました。

○知財経営支援 ○デザイン ○ブランド ○営業秘密・ノウハウ ○知財法務・契約 ○知財人材育成 ○海外展開 ○著作権 ○社内体制

INPIT知財総合支援窓口

営業秘密・知財戦略専門家

営業秘密管理や営業秘密を活用した
オープン&クローズ戦略などのアドバイス

弁理士

出願手続きや知財戦略への
対応などのアドバイス

弁護士

知財関係や警告を受けた
場合などのアドバイス

中小企業診断士

販路開拓、資金調達と事業展開などに
ついてアドバイス

デザイナー

商品デザイン開発について、市場・ユーザー・
生産・コスト等の視点から多面的にアドバイス

ブランド専門家

商品やサービスの開発について、ブランド育成
や販売戦略をコンセプト作りからアドバイス

農林水産専門家

農林水産など地域資源を活用した
知的財産についてのアドバイス

海外知財専門家

海外企業との契約や海外展開に関する
問題点についての解決策をアドバイス

31%
製造業

14%
16%16%

17% 卸・小売業

技術ほか
サービス業
技術ほか
サービス業

12%
その他

農林水産業、
宿泊・飲食業、
建設業、
生活関連・娯楽業
など

農林水産業、
宿泊・飲食業、
建設業、
生活関連・娯楽業
など

令和7年度
相談回数

11万回
以上

5%5%
公務公務

5%5%
医療・福祉、
教育・学習支援業
医療・福祉、
教育・学習支援業


